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調整色を強めるハイテク関連銘柄、改めて業種分散投資の重要性増す
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 想定より堅調な米国景気をうけ利下げ見通しが後ずれ。金融引き締め長期化懸念から米国株は調整。
 調整する米国株においては業種によって動きはまちまち。米国景気や金融政策などへの市場の見方
が分かれる中、改めて業種分散投資の重要性が増す。

図表1：金利先物市場における政策金利見通し

出所）図表1～3はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセット
マネジメント作成

図表2：米国株と米国長期金利の推移

米国経済・株式市場情報
米長期金利上昇で米国株調整の動き

図表3：S&P500業種別指数と各指数に分散投資したケース

2023年4月3日を100として指数化

米国株は足元調整基調に
 FRB(米連邦準備制度理事会)は、7月FOMC(米連
邦公開市場委員会)において0.25%の利上げを決
定し、今後1～2回程度の利上げを示唆しました。
市場は2023年後半に利上げ停止、2024年中の
利下げを想定していますが、直近の利下げ見通
しは後ずれしています(図表1)。その背景には堅
調な小売売上高、良好な2023年7－9月期の
GDP(国内総生産)見通しから「想定よりも米国
景気は底堅い」との見方があると思われます。
米国株は早期の利上げ停止や利下げ開始を想定
し、ハイテク関連銘柄を中心に上昇してきまし
たが、足元は金融引き締めの長期化が意識され
調整基調となっています。

米長期金利上昇によりハイテク関連銘柄に売り
 7月の雇用統計では、労働需給がひっ迫し、賃金
上昇率が高止まりしていることが示されました。
モノ価格の上昇は一服しているものの、賃金イ
ンフレへの圧力が依然強いことから金融引き締
めが継続されるとの観測に加え、米国債格下げ
や財政拡大懸念から、足元の米長期金利は上昇
基調となっています(図表2)。これまで堅調に推
移してきた米国株は金利上昇により割高感が意
識されやすいハイテク関連銘柄を中心に売られ
ています。これまで相場をけん引してきたハイ
テク関連銘柄の下落により米国株が調整する状
況は、昨年から金利上昇局面でたびたびみられ
ました。

業種によりまちまちの展開、業種分散の重要性
 足元米国株は調整していますが、業種によって
動きはまちまちで、ハイテク関連銘柄を中心と
した情報株は下落するものの、エネルギー株な
どは原油価格の上昇などをうけて足元上昇基調
にあります。米国景気動向、利上げ・利下げの
タイミングなどの金融政策、長期金利はどの水
準まで上昇するのかなど市場の見方が分かれる
現状においては、改めて業種分散投資の重要性
が意識される相場環境が当面続くものと思われ
ます (図表3)。
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